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公正取引の実現 ＳＳ経営高度化 災害時対応 政治支援の獲得

新型コロナに伴う自粛で経営環境激変 

 

 全石連の森洋会長と加藤文彦副会長・専

務理事らは 4月初旬、自民党石油流通問題

議員連盟の野田毅会長ら幹部を訪問し、新

型コロナウイルス感染拡大によって経営に

深刻な影響が出ている業界実情を説明する

とともに、中小ＳＳを維持するための政府支

援を求めました。 

 森会長は「政府として手厚い資金繰り対策

など講じていただいているが、ＳＳでは観光

需要の激減や売掛金の回収不安などが発

生している」と述べ、きめ細かな支援策の必

要性を訴えました。  

 具体的には①法人税・所得税や事業所

税・法人事業税・固定資産税等の大幅な減

税実施②二重債務負担を回避するため借

換融資制度の拡充・強化③雇用調整助成

金の支給期間の拡大などを求めました。 

 緊急訪問したのは野田会長をはじめ逢沢

会長代行、田中会長代理、山口自民党組織

運動本部長、渡辺前復興大臣、斉藤元農水

大臣、片山自民党総務会長代理、宮下内閣

府副大臣。 

野田毅石油流通議連会長 逢沢一郎議連会長代行 

田中和徳議連会長代理 

山口泰明自民党組織運動本部長 

渡辺博道幹事長代理 

斎藤健事務局次長 

片山さつき党総務会長代理 宮下一郎内閣府副大臣 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料安定供給に向け国から「営業継続要請」 

 全石連は４月、政府の『緊急事態宣言』の発令に伴うＳＳの営業継続を求める要請文

が資源エネルギー庁から発出されたことを受けて、各石油組合に対し石油製品の供給

に支障が生じないよう、ＳＳや配送拠点における業務の継続的な実施を要請し、業務継

続に係る周知徹底を求めました。 

 全石連では、ＳＳ従業員の安全確保を最優先に、発熱等の風邪症状がみられる従業

員がいる場合など、ＳＳの運営上、安全な燃料供給が行えない場合を除き、可能な限り

の営業継続を促していくことにしました。 

政府の緊急事態宣言後、自粛経済とな
ったため来店客が激減した埼玉県内の
ＳＳ 

全石連が用意したＳＳでのコロナ対策告
知ツールを貼りだして顧客に感染防止を
アピールするＳＳ 

例年、5月のＧＷ中は大渋滞が発生す
る東名高速だが、今年は通行車両はほ
とんどない状態 

政府が３２兆円の第２次補正予算を投入 

コロナ対策で家賃支援や雇用助成拡充など 

 政府は新型コロナウイルスの感染拡大に伴う自粛要請等によって休業や営業時間短

縮を余儀なくされ、経営危機に追い込まれている中小事業者を支援するための店舗の

賃料支援や、企業の財務基盤の強化策などを盛り込んだ今年度第２次補正予算案を

閣議決定しました。予算総額は 32 兆円、事業規模は１１７兆円となります。事業継続や

雇用維持に向けた支援などが柱となっており、中小ＳＳの活用なども期待されます。 

 

 消防庁に対して検知検査及び漏洩防止対策工事の弾力運用を要望し認められました。 

 経営部会として「ＳＳにおける感染防止対応策」を策定し、全国組合に通知しました。 

 「ガソリンスタンドにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」を策定し、   

内閣府および消費者庁ホームページなどに掲載されました。 

 全石協の共同購買グループが除菌剤およびマスクの斡旋を行いました。 

 組合員の資金繰り相談などに対応する「経営相談窓口」を開設しました。 

 全国石油協会の信用保証制度について、審査の弾力運用などによる支援を行いました。 

 国や自治体の資金繰り支援策など、ＳＳが活用できる支援制度を情報提供しました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年３月末現在 6,902 ヵ所、あと「8,000 ヵ所」業界挙げて全力 

住民拠点ＳＳ１万５千ヵ所整備へ 

 資源エネルギー庁はこのほど２０２０年３月末現在の自家発電設備

を配備した住民拠点ＳＳの整備・指定状況をまとめ、ホームページ

（ＨＰ）に公表しました。７８３ヵ所の北海道を筆頭に、全国 47 都道府

県合計で６９０２ヵ所の整備・指定が完了しました（右表参照）。全国

約３万ヵ所のうち、２割強のＳＳが地震等による大規模災害発生時の

エネルギー供給の“最後の砦”となって、石油製品の供給に尽力して

いくことになります。 

 国は今後、19 年度補正予算と 20 年度当初予算で計８千ヵ所の整

備を進めることとしており、全ＳＳの半分、１万５千ヵ所の全国配備を

目標にＳＳネットワークの強靭化が着実に進んでいくことになります。 

 エネ庁は、17 年度から本格的に住民拠点ＳＳの全国整備をスター

トし、17 年度末までに１３４６ヵ所の配備を完了。18 年度末までには

３４９８ヵ所となった。19 年度も 18 年度補正予算と 20 年度当初予算

で 81・６億円を措置し、３４０４ヵ所を整備、19 年３月末で６９０２ヵ所と

なったものです。 

防災基本計画に燃料確保計画 

 政府の中央防災会議は５月 29 日開いた会合で『防災基本計画』を

修正し、国や自治体などに対し「あらかじめ石油販売業者と燃料の優

先供給について協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会

の増大などに配慮するよう努めるものとする」と明記しました。災害

対策の根幹をなす最上位に位置付けられている同計画に、災害時

の燃料確保の重要性が書き込まれたのは初めてとなります。今後、

自治体は「地域防災計画」、指定行政機関・指定公共機関は「防災

業務計画」に反映させることになります。 

国土強靭化にも住民拠点ＳＳ 

 政府の国土強靭化推進本部（本部長・安倍晋三総理大臣）は 6月

18 日、今年度の「国土強靭化年次計画２０２０」を決定しました。 

 昨年 9月の台風 15 号で房総半島の電力網が寸断され、大規模か

つ長期にわたる停電が発生したことから、住民拠点ＳＳの一層の整

備と、電力会社や電気通信事業者が配備する緊急電源車への燃料

供給体制をあらかじめ確保する方針などが示されました。 


